
 

 

報告第 1号 

                                    

   専決処分(令和3年度桐生市一般会計補正予算(第10号))の承認を

求めるについて 

                                    

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第 3項の規定により報告し、承認を求める。 

                                    

令和 4年 2月 21 日提出 

                      

桐生市長 荒 木 恵 司   



 

 

専 決 処 分 書 

 

令和 3年度桐生市一般会計補正予算(第 10 号) 

                                    

上記について、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1項の規定に

より、別紙のとおり専決処分する。 

                                    

令和 3年 12 月 24 日 

                                    

                     桐生市長 荒 木 恵 司文 

豊 



  

報 告 説 明 

 

報告第 1 号 専決処分(令和 3年度桐生市一般会計補正予算(第 10 号))の承認

を求めるについて 

                                    

 本補正予算は、歳入歳出予算に補正の措置が必要となりましたが、議会の議

決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がな

いことが明らかでしたので、令和 3年 12 月 24 日に専決処分をもって措置した

ものです。 

 歳入歳出予算の内容につきましては、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞ

れ18億5,407万9,000円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ487億3,570

万 3,000 円にしたものです。 

 歳出予算につきましては、総務費の職員人件費を増額、非課税世帯等臨時特

別給付金給付事業を追加したものです。 

 歳入財源としましては、国庫支出金及び諸収入を増額したものです。 

 



令 和 ３ 年 度 桐 生 市 一 般 会 計 補 正 予 算 及 び 同 説 明 書

報 告 第 1 号 一 般 会 計 補 正 予 算 (第 10 号) 
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令和3年度桐生市一般会計補正予算(第10号) 

令和3年度桐生市の一般会計補正予算(第10号)は、次に定めるところによる。  

 (歳入歳出予算の補正) 

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,854,079千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出 

それぞれ48,735,703千円とする。 

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 

「第1表 歳入歳出予算補正」による。 

 一般会計  1 



2一般会計

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　　入　 （単位：千円）

補   正   額補 正 前 の 額款 項 計

 15 国庫支出金 8,643,726 1,854,076 10,497,802

国庫補助金 2 3,212,966 1,854,076 5,067,042

 21 諸収入 2,946,285 3 2,946,288

雑入 5 699,426 3 699,429

46,881,624 48,735,703歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 1,854,079

　歳　　出　 （単位：千円）

補   正   額補 正 前 の 額款 項 計

 2 総務費 3,859,982 1,854,079 5,714,061

 1 総務管理費 2,781,440 1,854,079 4,635,519

46,881,624 48,735,703歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 1,854,079



（単位：千円）

１　総　　括

（ 歳　　入 ）

歳　入　歳　出　予　算　補　正　事　項　別　明　細　書

補 正 前 の 額款 補　正　額 計

 1 12,007,996市税 12,007,996
 2 394,000地方譲与税 394,000
 3 11,000利子割交付金 11,000
 4 44,000配当割交付金 44,000
 5 16,000株式等譲渡所得割交付金 16,000
 6 133,000法人事業税交付金 133,000
 7 2,150,000地方消費税交付金 2,150,000
 8 18,000ゴルフ場利用税交付金 18,000
 9 78,000環境性能割交付金 78,000
 10 590,000地方特例交付金 590,000
 11 9,400,000地方交付税 9,400,000
 12 14,000交通安全対策特別交付金 14,000
 13 111,498分担金及び負担金 111,498
 14 1,240,465使用料及び手数料 1,240,465
 15 1,854,0768,643,726国庫支出金 10,497,802
 16 3,375,558県支出金 3,375,558
 17 197,793財産収入 197,793
 18 89,776寄附金 89,776
 19 1,687,642繰入金 1,687,642
 20 412,585繰越金 412,585
 21 32,946,285諸収入 2,946,288
 22 3,320,300市債 3,320,300

歳　 入 　合 　計 46,881,624 1,854,079 48,735,703

一般会計 3



一般会計 4

（単位：千円）

補正前の額款 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

（ 歳　　出 ）

324,903324,903 1 議会費

5,714,0611,854,0793,859,982 31,854,076 2 総務費

18,574,11518,574,115 3 民生費

4,623,2044,623,204 4 衛生費

73,86173,861 5 労働費

704,360704,360 6 農林水産業費

2,599,0062,599,006 7 商工費

4,525,0144,525,014 8 土木費

2,338,4822,338,482 9 消防費

5,050,2225,050,222 10 教育費

44 11 災害復旧費

4,158,4704,158,470 12 公債費

11 13 諸支出金

50,00050,000 14 予備費

歳　 出 　合 　計 46,881,624 1,854,079 48,735,703 1,854,076 3



２ 歳入

国庫補助金2(項)
15 国庫支出金(款)

金   額区     分

節
計補 正 額補正前の額目 説 明

（単位：千円）

1,854,076総務管理費国庫 非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費補助金(10/10) 11,854,076 2,622,3021総務費国庫補助 768,226
補助金 1,800,000 金

非課税世帯等臨時特別給付金給付事務費補助金(10/10)

54,076

5,067,0421,854,076 　　計 3,212,966

雑入5(項)
21 諸収入(款)

金   額区     分

節
計補 正 額補正前の額目 説 明

（単位：千円）

3雑入 雇用保険本人負担金 3 13 699,1273雑入 699,124

699,4293 　　計 699,426

(款)　　15　国庫支出金　(項)　　2　国庫補助金 5一般会計



一般会計 6

３ 歳出

総務管理費1(項)
総務費2(款)

金   額区     分

節

財　源
一  般

そ の 他地 方 債国県支出金
特  定  財  源
補 正 額 の 財 源 内 訳

計補 正 額補正前の額目

（単位：千円）

説 明

◎職員人件費 2,508 1 報酬非課税世帯20 0 1,854,079 1,854,079 1,854,076 3 1,112
等臨時特別   1 非常勤職員報酬 1,112(諸)(国)

  3 時間外勤務手当 1,166 3 職員手当等給付費 1,854,076 3 1,166
  4 厚生年金事業主負担金 117
    子ども・子育て拠出金 6 4 共済費 212
    雇用保険料 11
    健康保険事業主負担金 78 8 旅費 18
  8 費用弁償 18
◎非課税世帯等臨時特別給付金給付 10 需用費 2,239
　事業 1,851,571
 10 消耗品費 2,000 11 役務費 7,873
    印刷製本費 239
 11 電話料 300 12 委託料 41,459
    電話架設料 157
    郵便料 5,436 18 負担金、補 1,800,000
    口座振込手数料 1,980助及び交付

 12 電子計算機業務委託料 7,459金

    コールセンター業務委託料 34,000
 18 非課税世帯等臨時特別給付金

1,800,000

　 計 2,781,440 4,635,519 1,854,076 31,854,079



一般職

（１）総括

再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員について（　）内に外書きで記載

補正後の給料、職員手当、共済費の額には、商業高校、幼稚園の臨時的任用職員（16人）を含む

ア　会計年度任用職員以外の職員

一般会計　　7

の 内 訳 補正前 237,743

比　較 1,166

 勤務手当　千円

職員手当 補正後 238,909

補正後の給料、職員手当、共済費の額には、商業高校、幼稚園の臨時的任用職員（16人）を含む

区　分 時間外及び休日

1,166 0 1,166
0

再任用短時間勤務職員について（　）内に外書きで記載

6,416,044 1,214,699 7,630,743
950

比　較
(0)

0 1,166

950

補正前
(27)

3,746,140 2,669,904

補正後
(27)

3,746,140 2,671,070 6,417,210 1,214,699 7,631,909

合　　計 備　考
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

区　 分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費

給　　　　与　　　　費

0

972

比　較
(3)

1,112 0 1,166 2,278 212 2,490

972

補正前
(587)

674,442 3,791,499 2,744,644 7,210,585 1,322,604 8,533,189

千円

補正後
(590)

675,554 3,791,499 2,745,810 7,212,863 1,322,816 8,535,679

共 済 費 合　　計 備　考
人 千円 千円 千円 千円 千円

区　 分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計

給　　与　　費　　明　　細　　書

給　　　　与　　　　費



一般会計　　8

イ　会計年度任用職員

（２）報酬・給料及び職員手当の増減額の明細

その他の増減分 人員の増

その他の増減分 時間外勤務手当

（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員一人当たり給与

補正前 平均給与月額（円） 368,265

平均年齢　　（歳） 42歳 8月

平均年齢　　（歳） 42歳 8月

平均給料月額（円） 320,775

区　　　　　　　　分 一般行政職

平均給料月額（円） 320,775

補正後 平均給与月額（円） 370,013

職員手当 1,166 1,166

千円 千円

報　酬 1,112 1,112

0
パートタイム会計年度任用職員について（　）内に外書きで記載

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　      明 備　　      考

22

比　較
(3)

1,112 0 0 1,112 212 1,324

22

補正前
(560)

674,442 45,359 74,740 794,541 107,905 902,446

千円

補正後
(563)

675,554 45,359 74,740 795,653 108,117 903,770

共 済 費 合　　計 備　考
人 千円 千円 千円 千円 千円

区　 分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計

給　　　　与　　　　費





◇ 一般会計（補正予算第10号）

◎一般会計

【歳入】

【歳出】

非常勤職員報酬等

共済費

旅費人材育成課 18

国庫支出金
総務費国庫補助金

1,854,076 
非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費補助金 1,800,000

非課税世帯等臨時特別給付金給付事務費補助金 54,076総務課

諸収入
雑入

雇用保険本人負担金

2,278

2,508 

非課税世帯等臨時特別給付金
給付事業 1,851,571

電子計算機業務委託料等

コールセンター業務委託料

歳入　計

総務課

1,854,079 

（単位：千円）

款

総務費
職員人件費

非課税世帯等臨時特別給付金 1,800,000

17,571

34,000

歳出　計 1,854,079 

補正予算概要（令和3年12月24日専決）

（単位：千円）

補正前の額 補 正 額 補正後の額

46,881,624 1,854,079 48,735,703 歳入歳出予算

（単位：千円）

款

212

名　　　　称
摘　　　　　要補 正 額

所　管　課

名　　　　称
摘　　　　　要補 正 額

所　管　課

人材育成課

3 


